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第４ 部 社会

／政府・自治体

大きな展開をみせるアクションプランの策定

ア ク シ ョ ン プ ラ ン の 策 定

日 本 の 中 央 竹 庁 の 情 報 化 政 策 は 、過 去

数 年 の イン ター ネットの 急 激 な 普 及や 、電

子 商 取 引 の 具 体 化 へ の 動 きに 対 応 し て 、

こ の1 年 で 大 きな 展 開 を 見せ た 。

日 本 政 府 の 情 報 政 策 の 総 合 的 な ガ イド

ラ インとな って い るの は｢ 高 度 情 報 通 信 社

会 推 進 に 向 け た 基 本 方 針｣( 高 度 情 報 通

信 社 会薔 進 本 部 決 定) で あ る 。 1998 年 Ｈ

月 に 、こ の 基 本 方 針 が3 年 ぶ りに 改 定 さ れ

た(http:// ｗｗｗ.kantei. ｇｏ.jp/jp/it/98

1110kihon.html} 。

1995 年 に 策 定 さ れ た 最 初 の 基 本 方 針

(http:// ｗｗｗ.kantei.ｇｏj p/jp/it/990422h

o-7.html) は 、民 間 主 導 の 情 報 基 盤 整 備 を

促 進 す ることと 、政 府 の 情 報 化 を 進 め て

い くことを 主 要 な 課 題 として い た 。 高 度 情

報 通 信 社 会 を こ れ か ら構 築 し て い くた め

の 基 盤 整 備 と 政 府 の 情 報 化 が 中 心 的 な

テ ーマ だ った 。

そ の 後3 年 余 りの 問 に 、イン ター ネットや

携 帯 情 報 端 末 など の 普 及 は 予 想 以 上 の

速 度 で 進 み 、そ れ を 活 用し た 電 子 商 取 引

な ど の 経 済 活 動 が 、先 行 実 験 とし て で は

なく、実 川 化 の 段 階 として 展 開 さ れ るに 至

つた。新し い｢ 基 本 方針｣ で は 、電 子 認

証､ プ ライバシー保護､ 違法･ 有害コンテ

ンツ対 策、消 費者 保護､ 取 引制 度、電 子

決済 、税など､ い ます でに 行わ れている

社 会的･ 経 済的な活動 の巾で政 策的な 解

決が 求められている問 題が 多く取り上げ

られるようになった。将 来の た めの 抽 象

的 な方 針を示 す段 階はすで に終 わり、現

に直面して いる課題 に応えるべき段 階 に

入ったのであ る。

新しい 基 本方針 に示 された｢ これか ら

の進め方｣ にしたがって､ 共体的 な取り組

み の 項l｣ を 示 す｢ ア クションプ ラ ン｣

【http://ｗｗｗ.kantei.９０.jp/jp/it/

actionp 】an/actionplan.html)が1999 年4

月16日 に決定 され た。そ のなかに示 され

た項 目のそ れぞれ につい て、今後毎年進

捗 状況 がとりまとめられることになってお

り、アクションプ ランは楠 報通 信社 会政 策

の ベ ンチ マ ー クとして 機 能 す るこ とに

なる。

４ つ の当 面 の 目 標

アクションプランは 、電子 商取引 の本格

的 普 及、公共 分野 の情 報化､ 情 報リテラ

資料4-3-4　 中央官庁ＵＲＬ一覧､ 平成11 年 度当初予 算のうちの情 報システム関係予算一覧

中央省庁 URL(99 年5 月末日時点) 平成11 年度当初予算(単位干円)

総理府 http://www.sorifu.go･jp/ 230.928
公正取引委員会 http://www.jftc. admix, go.jp/ 207,243
警察庁 http:7/www.npa･90･jp/ ０
公害等調整委員会 http://www. kouchoi. go.jp/ 4,688
宮内庁 http://www.kunaicho.admix.go.jp/ (工事中) 177,340
総務庁 http://www. somucho.go.jp/ 305,998
北海道開発庁 hnp://www.hda.go.ip/ 199,090
防衛庁 hnp://www.ida.go.jp/ ０
経済企画庁 hnp://www.epa.go.jp/ 549,017

科学技術庁 hnp://www.sta.go.jp/ ０
環境庁 http://www.eic.or.jp/eanet/ 93,982
沖縄開発庁 http://www.oda･go･ipL 375,240
国土庁 http://www.nla･90･jp/ 1,358,995
金融監督庁 http://www.fsa.go.jp/ 430,491
法務省 hnp://www.moj.go.jp/ 1,599.641

外務省 http://www.mofa.go.jp/mofaj/index.html 125,767
大蔵省 http://www.mof.go.jp/ 5,253,194
文部省 http://www.monbu･90･jp/ ０

厚生省 http://www.mhw･go･jp/ 943,700
農林水産省 http://www. maff.go.jp/ ０
通商産業省 hnp://www.miti. go.jp/ 501,796
運輪省 http://www.motnet. go.jp/mthome .htm 1,725,390
郵政省 http://www.mpt･90･jp/ 894,323

労働省 http://~､mol.go.jp/ 1,300,790
建設省 http://www.moC･go･ip/ 840,407
自治省 http://www.mha. go.jp/ 818,548
合計 17,936,568
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シーの向 上 、高 度な 情 報通 信 インフラの

整備の4 つを当 面の 目標 としており、予算

の重 点的 配 分や 、制 度 整備 などによって

その実現 を図 るとしている。4日標 のそ れ

ぞれが インターネットに直 接関 わる項 口を

多く含んでい る。

電 子商 取引 の 本格 的普 及には 、インタ

ーネットの経 済的 な 活用 のた め の制 度整

備が 数多く含まれてい る。ドメイン 名の管

理 問 題 などもここに 含 まれる。公 共 分野

の情 報化 におい ては、インターネットが国

民 と政府 とをつ なぐ 中心 的 な 経路 として

想定 されている 。情 報 リテラシーの向 上

の ため の 噴要 課 題は 学 校の インターネッ

トへ の接続 であり、ネットワークインフラの

整備の なかには 、次世 代 インターネットに

関する研 究 開発が 含 まれる。

アクションプランのなかで 口をひくのは、

｢バーチャル･ エ ージェンシー｣ である。こ

れは首相官 邸に 置か れた一種 のプ ロジェ

クトチ ームで､ 複 数 の 省庁 が 連携 して政

策展 開をしていくための組 織体 制である。

自動 車保 有関 係手続 のワンストップ･ サー

ビ ス、政府調 達 予続の電 子化､ 行政 事務

の ペ ーパ ーレ ス化 、教育 の 情報 化 の4 つ

の バ ーチャル･ エ ージェンシーが1998 年

12 月に 設 置されている。

恠 報化 は、社 会 や経 済･ 文 化 のさまざ

まな領 域 に影 響 を及 ぼして おり、政 策課

題も多 岐に わたる。したがってほとんどす

べ ての 政 府 機 関が 情 報 政 策の 一翼 を 担

うことに なる。そ れは 避けられないことで

あるし 、そ れぞ れの 政策 分野 での 効果 的

な取り組み が必 要 なのだ から、一面 では

望 ましいことでもあ る。しかし、政 府内 部

での 調整 が 不十 分で､ 政 府全 体として政

策の 統 合が できないと、框 互に重 複した

り、場 合によっては 矛 盾しあ うような 諸政

策が 乱 立し 、期 待 されるような成 果 を産

まない 。このような縦割り行政 の弊 害が従

来繰 り返し 指摘 されて きたわけ だ が､ そ

れを 克服 するため の試 みが始 まったとい

う点 は評 価できる。

もっとも、バ ーチャル･ エ ージェンシー



の活 動はまだ始 まったばかりであり、実際

に 成米を挙 げられるかどうかは 今後 の評

価を 待 たなけ れば ならない 。また、今川

バ ーチャル･ エ ー ジェンシ ーが 設 置され

なかった 領域 でも、複数 の 省庁 問に また

がっていて 相互 のI調整 が十 分とはいい が

たい 領域が 少なくない 。政策 の統 合につ

い ての 課題はこ れだけで 解決した わけ で

はなく、小 さな‥･歩 を 踏み 出し た段 階と

いうべ きだろう。

イ ン タ ー ネ ット は 広 報 紙 か ら

総 合 窓 口 へ

行政の情 報化は アクションプ ランにおい

ても重 視されている項 目の1 つであり、予

算の 而でも重点 的 に 配 分されてい る(資

料4-4-4)。インター ネットを 使った 情 報提

供 は、個 別 の 省庁・部 局ご とにばらば ら

の 状態から、‥一定の共 通の枠組 み の上で

行政情 報が提 供される方向 に向か いつつ

ある。クリアリング システム(情 報 所 在案

内) の拡充 や、各竹庁 ともに行 政手続 きに

関 する情報 と書式 などを インターネットで

提 供していく方 針 など が採 択さ れている

(｢平 成11 年 度 におけ る 行政 情 報 化の 取

組 方針上ず成11 年3 月31 日行 政情 報 シ ス

テ ム 各 省 庁 連 絡 会 議 了 承 、http://

ｗｗｗ.somucho.ｇｏ.jp/gyoukan/kanri/990

402c.htm) 。

これ まで インターネットは 、行政 機 関か

ら国 民に 対して情 報を提 供 する手段 とし

て使 われ、国民から行政 への情 報の流 れ

は 、せい ぜ い政 策提 案 に対 す るコメント

の 募集やアンケートにとどまってい た､ 許

認可 や巾 請などの 行政手続 きの ための 一

本化 された 窓[] として インターネットを活

用していくため の準備が始 まっている(｢ワ

ンストップ サ ービ スの剪 進 につ いて｣ 平成

11年3 月31 囗行政情 報 システ ム各 省庁辿

絡 会 議 了 承、http:// ｗｗｗ.somucho

.g0 ･jp/gyoukan/kanri/990402a.htm) 。

また、情 報 公開法が ようやく1999 年5 月

に成､?lした。これが実 効をあげ､ また、能

率的 に執 行され るためには、文 書竹 理の

効率化が 不可欠である。米岡 の情 報自山

法 の電 ｆ 情 報 規 定 なども参 考 にし な が

ら、準 備 が 整えられ ていくことを 期 待し

たい。

社 会 に 論 議 を 起 こ す力 の 弱 さ

以 十｡に 紹介し たように 、アクションプ ラ

ンの 策定や 、行政 恠 報化 の 具体化 など、

急 速 に情 報 ネットワークの 普 及 と活 川 が

進展する中 で､:肖 面の課 題に対 する取り

組 みは徐 々に進 み始 めている。とくに現 に

直 面 する課 題 へ の緊急 対 策 は･ 応 打 ち

出 されたと言えるだろう。問題 は､｢ 基 本

方 針｣ にうたわれ た｢ 高 度情報 通 信社 会｣

の イメージがい まなお そ れほど明 確 にな

ったとは思 えない 点であ る。

資料4-3-5　 ア クシ ョンプ ラ ンの ポ イン ト

１． ３つの行動原則と４つの当面の目標

基本方針に示された3つの行動原則[民間主導、政府による環境整

備、国際的 な合意形成に向 けたイニシアティブの発揮]に基づき、４
つの当面の目標[電子商取引の本格的普及、公共分野の情報化 、情

報リテラシーの向上、高度な情報通信インフラの整備]について、予
算の重点的配分や必要な制度整備等を通じて強力に推進 する。そ

の際、バ ーチャル・エージェンシーの活動が示 すように、各省庁同

の連携 を重視し、政 府が一体となって取組むこととした。

２． 特に重要な施策　　卜卜　　　　　 ∠。

[電子商取引の本格的普及]

(1) 電子署名が少なくとも手書き署名や押印と同等に通用する法的
基盤を確立するため、郵政省、法務省及び通商産業省が協力し

て平成11 年度中に認証業務に関 する制度整備に着手する。

(2) 平成11年夏頃を目途に高度情報通信社会推進本部の下に個人
情報保護の在り方 を検討するための検討部会 を設置する。

(3) 個人信用情報の保 護・利用の在り方につい て検討するほか、
個人医療情報についても、平成11年度から医療分野における

個人認証等、個人情報保護に関する研究を開始し、その結果
を踏 まえ。必要な法規制等の公的関与につい て検討する。
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緊急 課 題には応 えてい か なけ ればいけ

ないし、行 政の 情 報化 は必 要 である、だ

が､ 情 報化は 社 会や経 済の 大きな構 造的

変化をもたらすものだから、個別の 政策課

題の 範囲 で当面 の対 策をたてるだけでな

く、長 期 的 な 見通しと、社 会全 体 のある

べ き姿を 見渡 す視 点 に立って､ 情 報 政策

の 総 合的 な 方向 づ け をしていくことが 必

要だ。そして､ 情 報化 の 影響 が1 人 ひとり

の生活 に1111:接 響くものであるからこそ､ 政

府の 側から一 方通 行 に｢ビ ジョン｣を示 す

の では なく、社 会か らの 反応 を 得 て、向

かうべ き方 向に つい ての 合 意を広く形 成

していくことが求 められ る｡｢ 基 本方針｣ と

いうレ ベ ルの 政 策は、まずそういう論 議を

起こ す 役割 をに なわなけ れば ならない 。

そ の 点 で 日 本政 府 の情 報 通 信社 会政 策

は 弱いとい わざるを 得ない。たとえば｢ 高

度情報 通 信社 会推 進に向 け た基 本方針｣

なるものが 存在 することを 知っている 人が

いっ たい 何 人いるだろうか。 今後の 基 本

政 策 に 求 められるもっとも根 本的 な 課 題

はこの 点 にあ るので はない だろうか。

(廣 瀬 克哉　 法 政 大学 教 授)

[公共 分 野 の情 報 化]

(４)国民･ 企 業 が パソコンまたは身 近 な 場 所 で行 政 サ ービ スを受 けら

れるように するため、例 えば郵 便 局 におい てワンストップ 行 政 サ ー

ビス の 実験 を 行うなど、ワンストップ サ ービ スを強 力 に 推進 する。

また、バ ーチャル･ エージェン シーに おい て 自 動 車保 有関 係 手 続

のワンストップ サービ スの 実 現 、政 府調 達手 続 の 電 子化 、行政 事

務の ペ ーパ ーレ ス化 に取 組 む。

(5) 高度 道 路交 通 システム 実 現の ため の情 報 通 信技 術 の研 究開 発 を

行う。

[情 報リ テラシ ー の 向 上]

(６)平 成13 年 度 までに 全 ての 公 立 学 校 をインターネットに 接続 する。

(7) 教 育 の 情 報 化 に つい て、バ ーチ ャル･ エ ージェンシ ーに おい て平

成11 年 中に 中･ 長 期 的 な 施 策を取 りまとめる 。

[高 度 な ネット ワー クイン フラ の 整 備]

(8) ギガビット衛 星 ネットワークを構 築 する。

[ハイテ ク 犯 罪対 策､ セキ ュリ ティ対 策]

(9) 警 察 庁 、郵 政 省 及 び 通 商 産 業 省 は 共 同 で平 成11 年 中 に 不 正 ア

クセス対 策 法 制 を整備 する。

httｐ:ﾉ/ｗｗｗ.kantei･gｏ･jｐ/jp/it/990422point.html

111111 総務 庁行政 情報シスアム各省庁連絡会 議公開資料(http:yyｗｗｗ.kantei.9０jＭｐ/it/990422point.html)を７ｃに作成
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